
＜平成 27年 9 月  第 3回定例会 一般質問より＞ 

 

新地方公会計制度を活用した財政運営に向けて 

 

◆１３番（山本みちよ君） 

 

まず初めに、新地方公会計制度を活用した財政運営を進めるについて伺います。 

現在、地方公共団体を取り巻く環境は、少子高齢化に伴う人口減少や社会保障費

の増大、そしてインフラ資産や公共施設の老朽化など、避けては通れない多くの課

題を抱えております。その上で必要な施策は欠かすことができず、また資産老朽化

対策も図っていくことが求められております。 

このような現状の中、将来にわたっての持続可能な財政運営には、ストックの適正

化、維持管理、更新費の抑制に向けて、まずは地方公共団体における固定資産台帳

の整備や地方公会計の導入を進め、行政コスト情報などを、誰でも容易に比較でき

る環境を整備する必要があります。 

平成 27 年１月に、総務省より交付された統一的な基準による地方公会計の整備促

進についてでは、人口減少、少子高齢化が進展している中、財政のマネジメント強

化のため、地方公会計を予算編成等に積極的に活用し、地方公共団体の限られた

財源を賢く使う取り組みを行うことは極めて重要であるとあります。 

立川市の平成 28年度経営方針の中では、公共施設の老朽化への対応においては、

公共施設の再編等に向けた検討を進めるとともに、道路、下水道など、都市インフ

ラを含む公共施設全般のマネジメントのあり方について、新地方公会計制度や地方

公営企業会計制度の導入とあわせて検討を進めると示されております。そこで、伺

います。 

今後の持続可能な市政運営における新公会計制度の役割、また必要性について市

長はどのように認識をされておられるのか、見解を伺います。 

また、新公会計制度の導入に当たりまして、私はこれまでより企業会計に近い日々

仕訳の導入をと提案してまいりました。３月議会の時点では、立川市は期末一括方

式の方向であるが、先進市への視察を行い、日々仕訳の導入についての検討もし

ていくとの御答弁をいただきましたが、その後どのような検討がなされてきたの

か、お伺いいたします。 

 

 

 

 



◎市長（清水庄平君） 

 

まず、新公会計制度についての御質問であります。 

新公会計による財務処理につきましては、従来の現金主義・単式簿記では把握でき

ない資産のマネジメントに本格的に着手するものと考えています。現金の収入、支

出だけでは捉えられないランニングコストや、あるいは更新費用などを予測するこ

とが可能となり、今後の財政運営にも生かされるものとなります。 

また、公共施設のあり方方針に基づく再編計画を策定し、市民への説明を行う上で

も新公会計による財務書類は、有効な説明資料となります。固定資産台帳を整備す

ることで、施設の老朽化比率が明らかになり、将来の施設更新必要額や、施設別の

コスト分析などの施設マネジメントへの活用が期待されます。 

今後、施設の維持管理をどのように効率化できるのか、事業を継続するのか廃止す

るのか、受益者負担は適正なのかといったことなどを判断していく上では、重要な

ツールとなります。 

さらに、事務事業において、歳入歳出だけでなく、ライフサイクルコストを把握する

ことや、人件費を含んだコストの見える化をすることによって、事業の費用対効果

などがより明確になります。財政状況が厳しさを増す中で、限られた財源をいかに

賢く使っていくのかという観点から、新公会計の導入及び活用は大きな意義があ

るものと考えております。なお、仕訳の方法でありますが、職員のコスト意識の醸成

なども勘案し、日々仕訳方式の導入を前提で、職員の実務面でのスキル向上など、

適切な対応に努めてまいります。 

 

◆１３番（山本みちよ君） 

 

まず、新地方公会計制度を活用した財政運営を進めるためにということで、ただい

ま市長からも御答弁をいただきました。今後は、立川市ではより企業会計に近いと

言われている日々仕訳の導入の方向で進むとの御答弁をいただいたところでご

ざいます。 

この公会計制度で重要になってくるものが、固定資産台帳の整備であります。現状

の正確な把握があってこそ、初めて正確なストック情報を得ることができます。特

に道路や公園、橋梁などについては、公有資産台帳に記載をされていることで、な

かなか固定資産台帳については未整備の自治体が多いというふうに聞いておりま

すが、現在立川市における固定資産台帳整備の現状についてお伺いいたします。 

 

 

 



◎財務部長（小林健司君） 

 

固定資産台帳の現状でございます。 

土地、建物などの公共施設は公有財産台帳で、備品は備品台帳でデータ管理され

ております。固定資産台帳で必要な簿価額や耐用年数といったものは、おおむね網

羅されておりますが、総務省が示しております統一基準に合わせ、項目の追加、修

正をする必要がございます。また、今申されました道路、橋梁、公園などのインフラ

資産に関しましては、各主管課で保有している台帳をもとに、固定資産台帳として

備えるべき内容に整備していくことが現在課題となってございます。 

 

◆１３番（山本みちよ君） 

 

今、現状をお伺いいたしましたが、現在そうした道路、公園、橋梁などについては、

どの程度の把握をされているという認識かお伺いいたします。 

 

◎財務部長（小林健司君） 

 

今申し上げましたように、各主管課のほうで一定の保有した台帳を持ってございま

す。これにつきまして、今担当者が各関係の部署からヒアリングを実施していまして、

各資産の管理状況の把握に努めているところでございます。 

 

◆１３番（山本みちよ君） 

 

今、進めていらっしゃるということでございますが、この具体的な整備に向けての

スケジュールといったものはいかがでしょうか。 

 

◎財務部長（小林健司君） 

 

今申し上げましたヒアリングを通じまして、どのような方法で職員負担を最低限度

に抑え、整備をすることができるのかを検証し、固定資産台帳につきましては年度

内完了を目指している状況でございます。 

 

◆１３番（山本みちよ君） 

 

年度内の整備を目指すということであります。先ほど、市長答弁では、立川市は期

末一括方式ではなく、より企業会計に近い日々仕訳の導入の方向で進むとのこと



でありましたが、この日々仕訳の導入に向けての具体的なスケジュールについてお

伺いいたします。 

 

◎財務部長（小林健司君） 

 

日々仕訳と期末一括方式というそういった方式とは別に、東京都方式と総務省方

式というそういった制度がございます。簡単に言ってしまいますと、東京都方式に

ついて日々仕訳、それから総務省の新方式につきましては、基本期末一括で、日々

仕訳も許容すると、こういうような制度になってございます。 

したがいまして、東京都方式と総務省方式のどちらかを導入するかということにか

かわってくることでございます。東京都方式につきましては、既に御存じのように、

町田市などで運用実績がございます。一方、総務省の新方式につきましては、統一

的な基準による地方公会計マニュアルが、今年１月に出されまして、システム整備の

ための標準的なソフトウエアの開発の無償提供や、26年から 29年度までの特別交

付税措置などの全面的なバックアップもございます。 

しかしながら、ふぐあいなどへの対応等実際の運用に関しては、余り実例がないも

ので、懸念もございます。東京都内はもとより、全国の導入状況なども確認しなが

ら、私どもといたしましては、使い勝手あるいは活用方法、費用あるいは作業の段

取り等々を総合的に検討いたしまして、財務会計システム更新における仕様、つま

り日々仕訳も含めました東京都方式にするのか総務省方式にするのかを結論を出

していきたいというような考えでおります。 

 

◆１３番（山本みちよ君） 

 

大変に詳細な御答弁をいただいたところであります。 

この東京都方式と総務省新方式、この二つの方式の違いについてもお話をいただ

いたところでありますけれども、しっかりと今後検討していただきたいと思います。 

１点、このシステムの導入に当たって、費用面ではどのようになってくるのかお示し

ください。 

 

◎財務部長（小林健司君） 

 

あくまでも現段階での試算ですと、東京都方式は汎用性も出てきたことから、大分

低額になってございまして 3,000 万円、それから総務省方式ですと 4,000 万円と

言われていますが、今後は各自治体の中での汎用状況などにより、価格に変動が

ございまして、双方とももう少し安価になる可能性もあるのではないかと推測して



いるところでございます。 

 

◆１３番（山本みちよ君） 

 

ただいま、それぞれの費用面についてもお伺いいたしました。 

以前、たしか東京都方式は 7,000 万ぐらいというようなお話もあったかと思います

が、これかなり下がってきたということでしょうか。その要因というものをお知らせ

ください。 

 

◎財務部長（小林健司君） 

 

詳細な要因はわかりませんが、いわゆる東京都方式につきましては、東京都が先行

的に実施していると。その上で町田もこの東京都方式に倣って方式を採用している

ということで、各業者の中でもこういったシステムについての理解が深まってきた

ということで、そういった検討の中でさらに安くできるのではないかと。 

東京都方式については、今後 26市の自治体の中でも採用する自治体もふえてくる

というようなこんな予測もございますので、その辺も含めて業者のほうではこう

いった見積もりを出してきているのではないかと考えますが、詳細についてはちょ

っと何とも言えないところです。 

 

◆１３番（山本みちよ君） 

 

ありがとうございました。 

本当に、私もこれまでいろいろな形でこのことについてはお話をさせていただい

てきたんですが、本当に職員の方も視察に行かれた町田市の導入しております先

ほどお話にありました東京都方式、これはもう既に決算でも活用されているなど、

かなり取り組みが参考になると考えます。 

そうしたことから、私も東京都方式の導入を検討していただきたいなというふうに

考えておりまして、費用面がちょっと今までは多少高いというふうに認識しており

ましたので、こうやってみますと、東京都方式のほうが逆に下がってきているとい

う現状もあります。そうしたことも含めまして、東京都方式の導入を検討を進めて

いただきたいと考えますが、改めて見解をお伺いいたします。 

 

 

 

 



◎財務部長（小林健司君） 

 

今、議員おっしゃられましたように、東京都方式はもう既に町田市も導入しており、

実績があるということでございます。導入する場合は、東京都が導入にかかわるノ

ウハウやシステムの提供を行うなど、支援体制が整備されていることや、東京都を

含む先行自治体における活用方策、先ほど申し上げましたが、そういった蓄積もあ

るということは利点でございますので、東京都方式をある程度軸にしながら、総務

省方式も傍らに見ながら検討を進めていきたいと、こういうふうに考えているとこ

ろでございます。 

 

◆１３番（山本みちよ君） 

 

わかりました。今後、またスケジュールに沿いながら、さまざま検討していただいて、

最適なシステムの導入というふうになることをお願い申し上げます。 

今後、スケジュールに沿って新公会計制度システムの導入が現実的に進んでいくと

思いますけれども、このシステムには複式簿記の知識とか習得、またシステム操作

の習得、こういったある面職員の方も学んでいかなければいけないとか負担とい

ったようなものも出てくるかと思いますが、こうした職員の方に対する研修が必要

になってくると思いますが、その対応についてお示しいただきたいと思います。 

 

◎財務部長（小林健司君） 

 

複式簿記ということもございまして、当初私どもとしても非常にハードルが高いの

かなという印象はございましたけれども、町田市や東京都の状況をある程度ヒアリ

ングする中で、業務量がふえるのは確かではございますが、実際には複式簿記に

よる仕訳を職員が一から始めるという必要はなく、システムの整備を行いまして、

あらかじめ仕訳をパターン化しておくことによりまして、複式仕訳の相当部分の自

動処理化が可能ということでございます。 

いずれにいたしましても、導入前にはシステム研修を徹底したいと考えているとこ

ろでございます。 

 

◆１３番（山本みちよ君） 

 

今回の質疑で立川市の新公会計制度についての方向性、そういったものがわかっ

てきております。29 年４月からは日々仕訳による事務作業も始まってくるかと思い

ます。それによって、提出されてくる財務書類も変わってくることになるかと思い



ます。 

そこで、議長に提案がございます。 

この新しい公会計制度について、私たち議員が財務書類の活用方法を理解し、作

成される財務書類を議会質問などにもしっかりと活用していかなければ、この効果

が半減をしてしまうと考えております。 

そこで、私たち議員としても今後公会計制度についての研修を重ね、十分に理解を

した上で、新たに提出をされてきます財務書類を使った決算または予算審議に臨

むことが望まれると考えます。ついては、ぜひともこの公会計制度の議員研修の

実施を要望させていただきたいと思います。 

 

○議長（須﨑八朗君）  

 

要望ですね。拝聴いたしました。 

 

◆１３番（山本みちよ君） 

 

どうぞよろしくお願いいたします。 

３月議会でもさまざまな町田市の書類などをお示ししながら御紹介した部分もご

ざいましたが、なれてしまえば、先ほど部長答弁にもございました、さほど難しくは

ない作業ではあるかと思います。しかしながら、新たな事務作業がふえることはこ

れは当然でございますので、多少の負担感が特に滑り出しのときは感じるかなと

思います。この制度が軌道に乗るでは、しっかりとした適正な人員配置を改めてお

願いをし、要望とさせていただきます。 


